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原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）の廃止措置計画の変更について 

 

 

当機構は、平成２０年２月１２日に認可された新型転換炉原型炉施設廃止措置

計画について、本日、原子炉等規制法＊に基づく変更届を経済産業省に提出する

とともに、地元自治体に報告いたしました。 

 

 今後とも、安全を最優先に廃止措置の先駆的役割を果たしてまいります。また、

廃止措置研究や高経年化研究などを通して、福井県のエネルギー研究開発拠点化

計画に貢献してまいります。 

 

 
＊ 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第４３条の３の２第３項において

準用する同法第１２条の６第３項の規定に基づき定められた、研究開発段階にある発電の

用に供する原子炉の設置、運転等に関する規則第４３条の５第２項 

 

 

別 紙：新型転換炉原型炉施設廃止措置計画の変更について（概要） 

 

以 上 

 



新型転換炉原型炉施設廃止措置計画の変更について（概要） 

 

 

使用済燃料の搬出先である当機構東海研究開発センター再処理施設につ

いては、耐震裕度向上工事等及び今般の平成２３年東北地方太平洋沖地震の

震災の影響により、運転再開が平成２５年度となる予定である。 

このため、これに合わせて使用済燃料搬出期間を５年間繰り延べることと

する。 

 

 

 

（新型転換炉原型炉施設の主要な経緯） 

昭和４５年１１月３０日 設置許可 

昭和４５年１２月１１日 建設開始 

昭和５３年 ３月２０日 初臨界 

昭和５４年 ３月２０日 本格運転開始（電気出力 16.5 万 kW) 

平成１５年 ３月２９日 運転終了（累積発電電力量：約 219 億 240 万 kW/h、 

平均設備利用率：約 62％） 

平成１５年 ８月１３日 原子炉内の全炉心燃料の取出し完了 

平成１６年 ２月２０日 「原子炉へ燃料を再度装荷できないようにする 

措置｣について経済産業大臣が承認 

平成１８年１１月 ７日 経済産業大臣へ「新型転換炉原型炉施設廃止措 

置計画認可申請書」を提出 

平成２０年 ２月１２日 新型転換炉原型炉施設廃止措置計画の認可 

 

 

添付資料：廃止措置主要工程（新旧対象表） 

 

 

以 上 

廃止措置工程 変更前（終了年度） 変更後（終了年度）

使用済燃料搬出期間 平成 24 年度 平成 29 年度 

原子炉周辺設備解体撤去期間 平成 29 年度 平成 34 年度 

原子炉本体解体撤去期間 平成 38 年度 平成 43 年度 

建屋解体期間 平成 40 年度 平成 45 年度 

別 紙
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